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また、株主と役職員が株主と同一の視点に立ち、企業価値の一層の向上を図るため、役職員や社外協力者への
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(2) 財政状態 

①キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間における当社の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前年同期と比較して743,270

千円増加し、1,773,098千円となりました。 

当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とこれらの要因は次のとおりであります。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果使用した資金は654,513千円（前年同期413,131千円の使用）となりました。これは主に研

究開発費による支出を要因とした税引前中間純損失712,921千円によるものであります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は125,047千円（前年同期55,470千円の使用）となりました。これは主に投資

有価証券の取得による支出70,000千円、研究開発活動に使用する固定資産の取得等による支出33,727千円に

よるものであります。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
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② 中間損益計算書 
(単位：千円) 

前中間会計期間 

自 平成14年4月 1日 
至 平成14年9月30日 

当中間会計期間 

自 平成15年4月 1日 
至 平成15年9月30日 

前事業年度 
要約損益計算書 
自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 
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③ 中間キャッシュ・フロー計算書 
(単位：千円) 

前中間会計期間 

自 平成14年4月 1日 
至 平成14年9月30日 

当中間会計期間 

自 平成15年4月 1日 
至 平成15年9月30日 

前事業年度要約キャッ
シュ・フロー計算書 
自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

科目 

金額 金額 金額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   
 税引前中間(当期)純損失 △378,555 △712,921 △��
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

         期別 

項目 

前中間会計期間 
自 平成14年4月 1日 
至 平成14年9月30日 

当中間会計期間 
自 平成15年4月 1日 
至 平成15年9月30日 

前事業年度 
自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

1．資産の評価基準及び評価方法 

有価証券 

満期�  
���ｰ原ﾘ廂d 

 

��会��ｩ 
凹
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(リース取引関係) 

前中間会計期間 
リース取引関係 )
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 (１株当たり情報) 
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(注) １株当たり中間(当期)純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前中間会計期間 
自 平成14年4月 1日 
至 平成14年9月30日 

当中間会計期間 
自 平成15年4月 1日 
至 平成15年9月30日 

前事業年度 
自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

中間(当期)純損失(千円)
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(重要な後発事象) 
 

前中間会計期間 

自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

― 

 
 

当中間会計期間 

自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

― 

 

 

前事業年度 
自 平成14年４月１日 

至 平成15年３月31日 

平成15年６月27日開催の定時株主総会において、商法280条��A商法
自
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相手先 

 


